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（２） 各地域の経済動向 
１）北海道地域の経済動向 

 北海道地域経済は、2017 年後半から 2018 年前半にかけて、全国の他地域と比べて回

復の程度は弱いものの、基調としては緩やかな回復基調が続いた。観光面では、インバ

ウンドを含む来道客数が増加しており、好調となっている。また、2016 年夏の台風によ

り、日勝峠（国道）が寸断されるなどの被害が発生し、物流等への影響が生じていた。

2017 年春からはその復旧工事が本格化し、建設業やリース産業への需要が高まった。な

お、2018 年９月には、北海道胆振東部地震及び地震による停電の影響がみられ、旅行・

観光への影響の他、生産・生活面の影響がみられた。 

 

（各分野の動向） 

 生産活動： 鉱工業生産は、2017 年４－６月期は、酒税法の改正による酒類の安売り

規制前でビールの駆け込み需要等により食料品製造業の生産が増加したこ

となどもあり、持ち直しの動きが見られていたが、同年７－９月期には、お

おむね横ばいの動きとなった。同年 10－12 月期には、鉄鋼の出荷が好調な

こともあり、再び持ち直しの動きが見られている。2018 年１－３月期は業

務用ビール等で値上げ前の駆け込み需要があり食料品製造業の生産が増加

し、また、同年４－６月期は自動車駆動伝導装置の生産ラインが増設され

るなど輸送用機械の生産が増加したこともあり、持ち直しの動きが続いて

いる（第３－２－１図）。 

      第１次産業については、生乳生産が 2017 年７－９月期には、天候による

乳牛のえさ（牧草）の質の低下などから前年を下回っていたが、牧草が新し

い年のものに切り替わった後の同年 10－12 月期から 2018 年４－６月期に

かけて回復し、乳製品向けが増加した。主な水産物 14の生産額は、2017 年

７－９月期はほっけ、さんま等が減少したこともあり、前年を下回った。

2017 年 10－12 月期から４－６月期にかけては、ほっけ、たこ類等が増加し

たこともあり、前年を上回った。 

 

個人消費： 2017 年４－６月期以降、百貨店・スーパー販売額が前年同月比でほぼ横

ばいが続いており、底堅く推移していた。2018 年１－３月期には、サービ

ス関連支出を中心に地域別消費総合指数が上昇するなど、持ち直しの動き

が見られ、４－６月期も持ち直しの動きが続いている。しかしながら、全国

と比較するとその動きは相対的に低い位置にある。 

                                                   
14 ここで、主な水産物とは、するめいか、さんま、すけとうだら、たこ類、ほっけを対象魚種とした生産額を

指す。 
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観  光： 訪日外国人の増加などもあり、2017 年後半以降、来道者数は前年を上回

り続けている。 

 

建設活動： 住宅建設は、貸家などが前年を下回っていることから、2017 年以降、前

年を下回っている。公共投資は、2017 年春以降、2016 年夏の台風被害の復

旧工事が本格化したこともあり、前年度を上回るペースで執行が進んでい

たが、2017 年度末時点での執行額は前年度とほぼ同水準となった。2018 年

４－６月期は 2017 年度とほぼ同様の執行ペースとなっている。 

 

設備投資： 設備投資については、民間非居住用建設工事は、2017 年後半以降、前期

を上回っている。 

 

雇用情勢： 有効求人倍率は 2018 年４－６月期において、1.21 となり、１を上回る水

準が続いている。また、完全失業率は低水準で推移している。このように雇

用情勢は、着実な改善が続いている。 

 

企業倒産： 2017 年後半から 2018 年１－３月期にかけて、件数はおおむね前年を下回

ったものの、負債総額は前年を上回っている。しかし、2018 年４－６月期

は件数に加えて、負債総額も前年を下回っている。 
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第３－２－１図 鉱工業生産指数（北海道） 

  
（備考）１．経済産業省「鉱工業生産指数」より作成。 

２．2010 年＝100、季節調整値。北海道の最新月は速報値。 

３．全国及び北海道の太線は中心３か月移動平均。直近月は２か月平均。  
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２）東北地域の経済動向 

 東北地域では、2017 年後半から 2018 年前半にかけて、全国の他地域と比べて消費

の回復の程度が弱く、景気の一部に弱さがみられるものの、緩やかな回復基調が続い

ている。生産面では、世界的な需要の高まりにより、はん用・生産用・業務用機械が

けん引している。また、集積している電子部品・デバイス産業についても、車載向け

のコネクタが引き続き好調で高水準を維持するなど、海外向け製品の生産等により、

好調を維持している。 

  一方で、2017 年後半から 2018 年前半の降雪及び寒波により、小さな店舗への来店

客数が減少するなど、天候要因が個人消費に与える影響が大きかった。 

 

（各分野の動向） 

 生産活動： 鉱工業生産は、2017 年４－６月期は、半導体需要の高まりにより半導体

製造装置等が増加し、はん用・生産用・業務用機械が増加したことなどもあ

り、持ち直しの動きがみられた。同年７－９月期には、海外向け需要の回復

等により超硬工具等が増加したことにより、引き続き、持ち直しの動きが

みられた。同年 10－12 月期には、車載、スマートフォン向け需要が好調な

ことから電子部品・デバイスが増加したことにより、持ち直した。2018 年

１－３月期には、スマートフォン向けコネクタで一服感がみられたが、車

載向けの需要が引き続き好調なことにより、全体としては、引き続き、持ち

直した。４－６月期には、スマートフォン向けコネクタは減少したものの、

世界的な半導体需要もあいまって、前期に続き、持ち直している（第３－２

－２図）。 

 

個人消費： 2017 年４－６月期以降、百貨店・スーパー販売額が、大型百貨店の閉店

による売り場面積の減少や天候要因による主力商品である衣料品の不振な

どにより、前年同月比で減少が続いており、足踏みがみられている。 

また、2018 年１－３月期には、サービス関連支出を中心に地域別消費総

合指数が上昇するなど、底堅く推移していたが、2018 年４－６月期には、

前期に押し上げていたサービス関連支出が低下するなどしたことから低下

に転じて、再び足踏みがみられている。 

なお、全国と比較するとその水準は低い。 

 

建設活動： 住宅建設は、2017 年以降、分譲が前年を上回ったものの、持家、貸家が

前年を下回っていることから前年を下回っている。公共投資は、東日本大震

災に関連する復旧工事が 2017 年春以降ピークアウトしたことにより、2017
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年度は、前年度を下回った。 

 

設備投資： 設備投資については、民間非居住用建設工事は、2017 年以降、前年を下

回っている。 

 

雇用情勢： 有効求人倍率は 2018 年４－６月期において、1.64 となり、１を上回る水

準が続いている。また、完全失業率は低水準で推移している。このように雇

用情勢は、着実な改善が続いている。 

 

企業倒産： 2017 年後半にかけて負債総額は減少していたが、件数は増加又は横ばい

を続けており、2018 年１－３月期、４－６月期と２期連続で、件数、負債

総額ともに前年を上回っている。 

 

第３－２－２図 鉱工業生産指数（東北） 

 

（備考）１．経済産業省「鉱工業生産指数」より作成。 

２．2010 年＝100、季節調整値。東北の最新月は速報値。 

３．全国及び東北の太線は中心３か月移動平均。直近月は２か月平均。 
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３）北関東地域の経済動向 

 北関東地域経済は、2017 年７－９月期までは緩やかな回復基調が続き、同年 10－12

月期から回復の度合いが高まった。生産は、輸送機械に一時的な落ち込みがみられた

が、持ち直しの動きが強まっている。消費は、おおむね持ち直している。 

 

（各分野の動向） 

 生産活動： 鉱工業生産は、2017 年４－６月期から７－９月期には、海外需要の好調

さを背景に、持ち直しの動きがみられた。2017 年 10－12 月期には、「輸送

機械」に落込みがみられたが、「汎、生産用、業務用機械」を中心に増加し

たため、持ち直しの度合いは強まった。2018 年１－３月期には、「石油・石

炭、化学、プラ製品」等が減少した。同年４－６月期には、「輸送機械」が

増加した（第３－２－３図）。 

 

個人消費： 2017 年４－６月期には、百貨店・スーパー販売額が前年同期比プラスで

あり持ち直していたが、同年７－９月期にはサービス等が下押し要因とな

り、緩やかな持ち直しとなった。同年 10－12 月期には、サービス関連の復

調により、持ち直している。2018 年１－３月期には、再びサービス関連を

中心に落ち込みがみられた。同年４－６月期には、大型小売店やサービス関

連に伸びがみられ、持ち直している。 

 

建設活動： 住宅建設は、2017 年４－６月期には、前年比でおおむね横ばいとなって

いたが、同年 2017 年後半以降は貸家を中心に前年を下回り、全体でも減少

している。公共投資は、2017 年後半から同年度累計で前年度を下回ってい

る。 

 

設備投資： 設備投資については、民間非居住用建設工事は、2018 年１－３月期まで

前年に比べ増加していたが、同年４－６月期に前年を下回った。 

 

雇用情勢： 有効求人倍率は、2018 年４－６月期において 1.73 となり、１を上回る水

準が続いている。また、完全失業率は 2.0％となり低水準で推移している。

このように雇用情勢は、着実な改善が続いている。 

 

企業倒産： 件数は 2017 年 10－12 月期まで前年比マイナスで推移していたが、2018

年１－３月期から前年比プラスに転じている。負債総額は、前年比２けたの

増減を繰り返している。 
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第３－２－３図 鉱工業生産指数（北関東） 

 

（備考）１．経済産業省「鉱工業生産指数」より作成。 

２．2010 年＝100、季節調整値。北関東の最新月は速報値。 

３．全国及び北関東の太線は中心３か月移動平均。直近月は２か月平均。 

４．北関東は内閣府にて算出。 
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４）南関東地域の経済動向 

 南関東地域経済は、2017 年後半から 2018 年前半にかけて、緩やかな回復基調が続い

ている。生産については、持ち直しの動きがみられている。鉄鋼業では、東京オリンピ

ック・パラリンピック関連の需要がみられた。消費については、低価格志向が続いてい

るが、食料品を中心に堅調に推移しており、恵方巻などの季節商品も好調であった。 

 

（各分野の動向） 

 生産活動： 鉱工業生産は、持ち直しの動きがみられている。2017 年４－６月期は、

インドなど新興国向けの生産用機械等が好調であったことなど前期を上回

ったが、同年７－９月期には、定期修理による化学工業の減産が影響し前

期を下回った。同年 10－12 月期には、半導体製造装置などが好調なことも

あり、前期を上回ったが、2018 年１－３月期には、化粧品が春夏の新製品

との端境期のため減産したこともあり再び前期を下回った。同年４－６月

期は、中国向けの普通自動車が好調だったこともあり、前期を上回った（第

３－２－４図）。 

 

個人消費： 2017 年４－６月期以降、持ち直しの動きがみられている。2017 年４－６

月期に百貨店・スーパー販売額が前年同月比を下回ったが、同年７－９月期

以降、前年同月比を上回った。2018 年１－３月期には、サービス関連支出

を中心に地域別消費総合指数が低下したが、同年４－６月期には、小売店関

連支出を中心に上昇した。 

 

建設活動： 住宅建設は、分譲などが前年を下回っていることから、2017 年７－９月

期以降、前年を下回った。2018 年１－３月期は、2017 年年初に着工した東

京オリンピック・パラリンピック選手村の工事の反動減などから、前年同期

を下回った。公共投資は、2018 年１－３月期以降、前年同期比を下回り、

2018 年度累計で前年度を下回った。 

設備投資： 設備投資については、民間非居住用建設工事は、2017 年以降、前年を上

回っている。 

 

雇用情勢： 有効求人倍率は 2017 年７－９月期において、1.44 となり、１を上回る水

準が続いている。また、完全失業率は低水準で推移している。このように雇

用情勢は、着実な改善が続いている。 

 

企業倒産： 件数は 2017 年７－９月期以降、前年を下回った。負債総額は 2017 年７
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－９月期以降、前年を上回っていたが、2018 年１－３月期以降、前年を下

回った。 

 

第３－２－４図 鉱工業生産指数（南関東） 

 

（備考）１．経済産業省「鉱工業生産指数」より作成。 

２．2010 年＝100、季節調整値。南関東の最新月は速報値。 

３．全国及び南関東の太線は中心３か月移動平均。直近月は２か月平均。 

４．南関東は内閣府にて算出。 
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５）甲信越地域の経済動向 

 甲信越地域経済は、2017 年後半は、緩やかな回復基調が続き、2018 年前半は、回復

の程度が強まり、緩やかな回復が続いている。生産は、電子デバ、電気・情報通信工業

及び汎・生産・業務用機械工業に動きがみられたが、基調としては持ち直しているもの

の、2018 年４－６月期では一服感がみられる。消費は、地域別消費総合指数が好調を維

持したことで持ち直しの動きが続き、2018 年１－３月期に動きが改善され、４－６月期

では緩やかに増加している。また、2018 年頭の寒波に伴う大雪の影響は、比較的限定的

であった。 

 

（各分野の動向） 

 生産活動： 鉱工業生産は、2017 年４－６月期及び７－９月期は、国内外の設備投資

需要を背景に、汎・生産・業務用機械工業の生産が増加したことなどもあ

り、持ち直しの動きがみられた。同年 10－12 月期には、電子デバ、電気・

情報通信工業が増加し、持ち直した。2018 年１－３月期には、域内主要５

業種が減少したため、持ち直しているものの、一服感がみられた。同年４－

６月期には、電子デバ、電気・情報通信工業や輸送機械工業、鉄鋼業、非鉄

金属、金属製品工業が増加に転じたが、引き続き持ち直しているものの、一

服感がみられる。（第３－２－５図） 

 

個人消費： 2018 年１－３月期に、飲食料品を中心に百貨店・スーパー販売額が前年

同月比で上回っており、持ち直した。2018 年４－６月期には、百貨店・ス

ーパー販売額に加え地域別消費総合指数が上昇したことにより、緩やかに

増加している。 

 

建設活動： 住宅建設は、2018 年１－３月期に、持家、貸家が前年を上回ったため、

全体で増加したが、2017 年後半以降総じて、持家、貸家が前年を下回った

ため、全体で減少している。公共投資は、2017 年４－６月期以降、同年度

累計で、前年度とほぼ同水準となった。2018 年４－６月期でも、前年度と

ほぼ同水準となっている。 

 

設備投資： 設備投資については、民間非居住用建設工事は、2017 年後半から 2018 年

１－３月期までは、前年を大幅に下回っていたが、2018 年４－６月期では、

大幅に上回っている。 

 

雇用情勢： 有効求人倍率は、１を上回る水準が続いており、2018 年４－６月期では、
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1.73 となった。また、完全失業率は低水準で推移するなど、着実な改善が

続いている。 

 

企業倒産： 件数は、2017 年後半から 2018 年１－３月期まで、前年を上回っていた

が、2018 年４－６月期では、前年を下回っている。負債総額は、2017 年 10

－12 月期で前年を上回ったものの、2018 年以降総じて、前年を下回ってい

る。 

第３－２－５図 鉱工業生産指数（甲信越） 

 

（備考）１．経済産業省「鉱工業生産指数」より作成。 

２．2010 年＝100、季節調整値。甲信越の最新月は速報値。 

３．全国及び甲信越の太線は中心３か月移動平均。直近月は２か月平均。 

４．甲信越は内閣府にて算出。 
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６）東海地域の経済動向 

 東海地域経済は、2017 年後半から 2018 年前半にかけて、緩やかに回復した。国内外

での設備投資需要の高まりを背景に、金属工作機械の受注が引き続き好調であることに

加え、2018 年４－６月期には「輸送機械」、「電子部品・デバイス、電気・情報通信」の

生産が好調である。 

 

（各分野の動向） 

 生産活動： 鉱工業生産は、2017 年７－９月期には、中国、欧米のスマートフォン向

け集積回路をはじめとする「電子デバ、電気・情報通信」の生産が増加し、

同年 10－12 月期には、海外向け完成車、自動車部品等の生産が好調で、全

体としては、緩やかに増加した。2018 年１－３月期には、新型車効果も一

巡し、以前ほどの勢いはみられず、緩やかに増加しているものの一服感が

みられていたが、同年４－６月期には、海外向け自動車部品や、スマートフ

ォン向け、データセンターのサーバー向けのメモリの生産が好調であり、

緩やかに増加している（第３－２－６図）。 

 

個人消費： 2017 年４－６月期以降、百貨店・スーパー販売額は、実質季節調整値で

みると前期比±0.5％以内で推移していたが、2018 年１－３月期には、春物

衣料の動きが鈍く、同▲1.3％となった。同年４－６月期には、催事効果に

加え、高額品や衣料品に動きがみられたことから同 1.5％増となり、持ち直

している。 

 

建設活動： 住宅建設は、2018 年４－６月期には、持家が前年を下回ったものの、貸

家、分譲が上回ったことから、全体では前年同期比 6.8％増となっている。

公共投資は、新東名高速道路、新名神高速道路等の大型工事があり、2018 年

４－６月期で見ると年度累計は前年度を上回っている。 

 

設備投資： 設備投資については、民間非居住用建設工事は、2017 年前半は前年に比

べて増加していたが、2018 年１－３月期には減少し、４－６月期にはおお

むね横ばいとなっている。 

 

雇用情勢： 有効求人倍率は 2018 年４－６月期に 1.92 倍となり、全国の 1.60 倍を大

きく上回る水準が続いている。また、完全失業率（季節調整値）は 2017 年

７－９月期には 2.4％だったところ、その後さらに低下を続け、2018 年４

－６月期には 1.7％となっている。このように雇用情勢は、着実な改善が続
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いている。 

 

企業倒産： 件数については 2017 年 10－12 月以降、負債総額については 2018 年１－

３月期以降、前年同期を上回っている。 

 

第３－２－６図 鉱工業生産指数（東海） 
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（備考）１．経済産業省「鉱工業生産指数」より作成。 

２．2010 年＝100、季節調整値。東海の最新月は速報値。 

３．全国及び東海の太線は中心３か月移動平均。直近月は２か月平均。 

４．東海は内閣府にて算出。 
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７）北陸地域の経済動向 

 北陸地域経済は、2017 年後半から緩やかに回復し、2018 年４－６月期には回復の度

合いを高めた。医薬品を中心とする化学工業や、はん用・生産用・業務用機械が引き続

き好調を維持しており、生産は高水準である。雇用面では着実な改善が進む一方で、有

効求人倍率が２倍を超えるなど、人手不足の影響が強くみられる。 

 

（各分野の動向） 

 生産活動： 鉱工業生産は、2017 年４－６月期には、スマートフォン用電子部品に一

服感がみられていたが、同年７－９月期には新型スマートフォン向け電子

部品を量産する等、高水準を維持していた。同年 10－12 月期には、工場閉

鎖、2018 年１－３月期には、スマートフォン用電子部品で伸び悩んだこと

に加え、１月の大雪が特殊要因となり、建築用金属製品や染色整理が、それ

ぞれ生産減となり、一服感がみられた。その後、同年４－６月期には、４月

に薬価改定が行われた影響により、医薬品の生産が伸びたことや、はん用・

生産用・業務用機械のうち、半導体製造装置等が好調なことにより、依然と

して高水準を維持している（第３－２－７図）。 

 

個人消費： 2017 年４－６月期の百貨店・スーパー販売額は、実質季節調整値でみる

と前期比 0.3％増、同年７－９月期は同 0.5 増とほぼ横ばいで推移した。同

年10－12月期には、台風や気温の影響により衣料品が振るわず同▲1.1％、

2018 年１－３月期には、大雪により客足が鈍化したことで同▲1.4％と落ち

込んだ。しかし、同年４－６月期には地域別消費総合指数において、前期比

2.8％と、百貨店・スーパー、乗用車販売を中心に持ち直している。 

 

建設活動： 住宅建設は、貸家などが前年を下回っていることから、2017 年４－６月

期以降、前年を下回っていたが、2018 年４－６月期には、貸家が前年を上

回ったことから、増加している。公共投資は、2018 年度以降、北陸新幹線

の延伸工事が活発化していることから、2018 年度累計では前年度を上回っ

ている。 

 

設備投資： 設備投資については、民間非居住用建設工事は、2017 年４－６月期以降

前期比でマイナスが続いていたが、2018 年４－６月期には、前期比 9.9％

増となった。 

 

雇用情勢： 有効求人倍率は 2018 年４－６月期において、2.08 となり、全国の中で最
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も高い水準となっている。また、完全失業率は 2018 年４－６月期の暫定値

で 1.7％と、東海と並ぶ低水準で推移している。このように雇用情勢は、着

実な改善が続いている。 

 

企業倒産： 企業倒産は、2018 年４－６月期には、前年に比べて件数は減少、負債総

額はおおむね横ばいとなっている。 

 

第３－２－７図 鉱工業生産指数（北陸） 
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（備考）１．経済産業省「鉱工業生産指数」より作成。 

２．2010 年＝100、季節調整値。北陸の最新月は速報値。 
３．全国及び北陸の太線は中心３か月移動平均。直近月は２か月平均。 
４．北陸は内閣府にて算出。 
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８）近畿地域の経済動向 

 近畿地域経済は、2017 年後半から 2018 年前半にかけて、全国の他地域と比べて回復

の程度は弱いものの、基調としては緩やかな回復基調が続いた。生産は、ガスタービン

などの一時的要因によって上下するものの、化学工業の伸びに支えられ、基調としては

持ち直している。一方、消費は、堅調なインバウンド需要もあり、基調としては引き続

き持ち直しの動きがみられる。なお、2018 年６月に大阪北部地震が、同年７月に平成

30 年７月豪雨が発生したが、近畿地域における経済面での影響は限定的であった。 

 

（各分野の動向） 

 生産活動： 鉱工業生産は、2017 年４－６月期は、車載向けリチウムイオン蓄電池の

生産が増加したことに加え、米国など国内外の電力会社向けのガスタービ

ンの受注が増加したことにより、持ち直した。同年７－９月期及び 10－12

月期には、スマートフォン向け部品の生産減少を背景に電子部品・デバイ

ス工業が伸び悩み、持ち直しているものの、一服感がみられた。2018 年１

－３月期には、化学製品で一部持ち直しの動きがみられたが、電子部品・デ

バイス工業の伸び悩みが続き、全体としては引き続き一服感がみられた。

同年４－６月期には、化学工業の上昇を受けて、持ち直している（第３－２

－８図）。 

 

個人消費： 2017 年４－６月期以降、百貨店・スーパー販売額が前年同月比でほぼ横

ばいが続いた。同年 10－12 月期には、訪日外国人に加えて国内向けの販売

などに動きがみられ、「衣料品」等が好調であったことから、持ち直しの動

きがみられる。しかしながら、全国と比較するとその動きは相対的に低い位

置にある。 

 

建設活動： 住宅建設は、2017 年後半以降、原料価格の上昇を受けて製品の値上げが

行われたこともあり、分譲などが前年を下回った。2018 年４－６月期にお

いては、価格転嫁が進んだこともあり、持家などで前年を上回ったことか

ら、全体で上昇している。公共投資は、2017 年においては、同年度累計で

前年度を下回っていたが、2018 年度４－６月期で見ると、前年度とほぼ同

水準となった。 

 

設備投資： 設備投資については、民間非居住用建設工事は、2017 年以降、同年 10－

12 月期に前年をやや下回ったものの、総じて前年を上回っている。 
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雇用情勢： 有効求人倍率は 2018 年４－６月期において、1.53 となり、１を上回る水

準が続いている。また、完全失業率は低水準で推移している。このように雇

用情勢は、着実な改善が続いている。 

 

企業倒産： 2017 年後半から 2018 年１－３月期にかけて、前年同期を上回っていた

が、同年４－６月期は下回っている。負債総額は 2018 年１－３月期以降、

前年同期を上回っている。 

 

第３－２－８図 鉱工業生産指数（近畿） 

 
（備考）１．経済産業省「鉱工業生産指数」より作成。 

２．2010 年＝100、季節調整値。近畿の最新月は速報値。 

３．全国及び近畿の太線は中心３か月移動平均。直近月は２か月平均。 

４．近畿は内閣府にて算出。 
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９）中国地域の経済動向 

 中国地域経済は、2017 年後半から 2018 年前半にかけて、弱さがみられた時期もある

が、基調としては緩やかな回復基調が続いている。しかしながら、平成 30 年７月豪雨

により工場の操業停止といった直接的な被害、物流の滞りによる部品供給の遅れなどサ

プライチェーンを通じた影響、インフラへの被害による影響などもみられるため、地域

経済への影響について今後十分に注視する必要がある。 

 

（各分野の動向） 

 生産活動： 鉱工業生産は、2017 年４－６月期は、おおむね横ばいの動きとなってい

たが、同年７－９月期には、はん用・生産用・業務用機械で応需により金型

等の生産が増加したことなどから、持ち直しの動きとなった。同年 10－12

月期から 2018 年４－６月期にかけて、輸送用機械（自動車）で一部車種の

生産が増え堅調な動きもみられるなど、持ち直しの動きが続いている（第

３－２－９図）。７月には、平成 30 年７月豪雨の影響から一時的に低下し

たものの、足下では回復の動きがみられる。 

 

個人消費： 2017 年４－６月期以降、百貨店・スーパー販売額が前年同月比でほぼ横

ばいが続いており、持ち直しの動きが続いているものの、足踏みが見られて

いた。2018 年１－３月期には、サービス関連支出を中心に地域別消費総合

指数が上昇するなど、足踏み状態から脱却していたが、同年４－６月期に

は、サービス関連支出が伸び悩み、再び足踏みがみられている。また、７月

の景気ウォッチャー調査からも個人消費に対する平成30年７月豪雨の影響

がみられる。 

 

建設活動： 住宅建設は、分譲などが前年を上回っていたことから、2017 年以降、お

おむね前年を上回っていたが、2018 年４－６月期は分譲が弱含むなどして

前年を下回っている。公共投資は、2017 年春以降、2017 年度累計で前年度

とほぼ同水準となっていたが、2017 年度末時点で見ると、前年度を下回っ

ていた。2018 年４－６月期は 2018 年度累計で前年度を上回っており、今後

も平成 30 年７月豪雨の復旧工事の本格化が見込まれる。 

 

設備投資： 設備投資については、民間非居住用建設工事は、2017 年後半以降、前期

を下回っている。 

 

雇用情勢： 有効求人倍率は 2018 年４－６月期において、1.83 となり、１を上回る水
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準が続いている。また、完全失業率は低水準で推移している。このように雇

用情勢は、着実な改善が続いている。 

 

企業倒産： 件数は 2017 年 10－12 月期に前年を上回ったものの、2017 年後半以降は

おおむね前年を下回っており、2018 年４－６月期は横ばいとなった。負債

総額は 2017 年７－９月期に前年を上回り、同年 10－12 月期から 2018 年１

－３月期まで前年を下回っていたものの、同年４－６月期は再び前年を上

回った。 

 

第３－２－９図 鉱工業生産指数（中国） 

 

（備考）１．経済産業省「鉱工業生産指数」より作成。 

    ２．2010 年＝100、季節調整値。中国の最新月は速報値。 

    ３．全国及び中国の太線は中心３か月移動平均。直近月は２か月平均。 
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10）四国地域の経済動向 

 四国地域経済は、2017 年後半から 2018 年１－３月期にかけて、弱さがみられるもの

の、緩やかな回復基調が続いた。同年４－６月期には、消費が回復しつつあることを受

けて、一部に弱さがみられるものの、緩やかな回復基調が続いている。ただし、2018 年

７月の「平成 30 年７月豪雨」は生産、消費共に影響を与えている可能性が考えられ、

景気ウォッチャー調査（2018 年７月）でも、影響を指摘する声が多く出ていることもあ

り、今後も注視する必要がある。 

 

（各分野の動向） 

 生産活動： 鉱工業生産は、2017 年前半に蓄電池などの生産減少から電気機械が低下

したが、同年後半には合成繊維の原料などの生産増加による化学・石油石

炭製品の上昇もあり、おおむね横ばいとなっている。2018 年１－３月期は

化学・石油石炭製品や電気機械が伸び悩んだこともあり、やや落ち込んだ

ものの、同年４－６月期には医薬品の生産増加を背景とした化学の上昇な

どを受けて、引き続き横ばいで推移している（第３－２－10 図）。 

 

個人消費： 2017 年７－９月期における百貨店・スーパーのクリアランスセールが振

るわなかったことなどにより、足踏みが見られたが、同年 10－12 月期は催

事関係が好調であったことを背景に、底堅く推移した。2018 年４－６月期

には、小売関連支出を中心に地域別消費総合指数が上昇するなど、持ち直し

の動きが見られている。しかしながら、全国と比較するとその水準は低い位

置にある。 

 

建設活動： 住宅建設は、2017 年前半は貸家などが前年を上回ったことから、全体と

して前年を上回った。2017 年 10－12 月期以降、持家や貸家などが前年を下

回っていることから、全体として前年を下回っている。公共投資は、2017 年

春以降、大型の公共工事が一巡したこともあり、2017 年度累計で前年度を

下回っていたが、2018 年４－６月期は前年度を上回った。 

 

設備投資： 設備投資については、民間非居住用建設工事は、2017 年後半において、

前年を上回ったものの、2018 年は前年を下回っている。 

 

雇用情勢： 有効求人倍率は 2018 年４－６月期において、1.64 となり、１を上回る水

準が続いている。また、完全失業率は低水準で推移している。このように雇

用情勢は、着実な改善が続いている。 
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企業倒産： 2017 年後半から 2018 年１－３月期にかけて、前年同期を上回っていた

が、同年４－６月期はおおむね横ばいとなっている。負債総額は 2018 年１

－３月期は前年同期を上回っていたが、同年４－６月期は下回っている。 

 

第３－２－10 図 鉱工業生産指数（四国） 

 

（備考）１．経済産業省「鉱工業生産指数」より作成。 

２．2010 年＝100、季節調整値。四国の最新月は速報値。 

３．全国及び四国の太線は中心３か月移動平均。直近月は２か月平均。 
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11）九州地域の経済動向 

 九州地域経済は、2016 年 10－12 月期から緩やかに回復しており、2017 年 4－6 月期

にはの度合いが高まった。生産面では、半導体需要の堅調さや海外における自動車需要

の高まり等により、高水準で推移している。なお、2017 年７月に発生した九州北部豪雨

については、操業を一時停止する工場もみられたが、生産面への影響は限定的であっ

た。消費面では、高額品や化粧品が堅調であり、また地元球団の優勝セールも追い風と

なり、持ち直しの動きが続いていたが、2018 年 4－6 月期には持ち直している。 

 

（各分野の動向） 

 生産活動： 鉱工業生産は、2017 年４－６月期は、四輪自動車等が強含んだことによ

り高水準で推移していたが、同年７－９月期には、半導体製造装置等が減

少し一服感がみられた。同年 10－12 月期には、半導体関連の好調さを背景

に、高水準で推移したが、2018 年１－３月期には、スマートフォン部品等

に受注減があり、再び一服感がみられた。同年４－６月期には、普通乗用車

等を中心に、高水準で推移している（第３－２－11 図）。 

      

個人消費： 2017 年４－６月期以降、百貨店・スーパー販売額は前年同期比で多少の

上下はあるものの、高額品や化粧品が堅調であり、持ち直しの動きが続いて

いる。2017 年 10－12 月期には、地元球団の優勝セールが追い風となった。

2018 年４－６月期には、サービス関連支出にも伸びがみられ、持ち直して

いる。 

 

建設活動： 住宅建設は、持家などが前年を上回っていることから、2017 年７－９月

期まで前年を上回っていたが、2017 年 10－12 月期以降マイナスに転じてい

る。2018 年４－６月期には、分譲住宅が増加に寄与し、全体としても増加

している。公共投資は、2016 年の熊本地震や 2017 年の九州北部豪雨の復旧

工事等があり、2017 年度累計で前年度を上回っていた。 

設備投資： 設備投資については、民間非居住用建設工事は、2018 年１－３月期まで

前年を大幅に上回っていたが、同年４－６月期には前期に比べ減少してい

る。 

 

雇用情勢： 有効求人倍率は 2018 年４－６月期において、1.53 となり、上昇が続いて

いる。また、完全失業率は概ね３％前後で推移している。このように雇用情

勢は、着実な改善が続いている。 
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企業倒産： 2017 年春から秋にかけては件数負債総額ともに前年を下回っていた。2018

年１－３月期以降、件数は前年上回っているものの、負債総額は前年を下回

っている。 

 

第３－２－11 図 鉱工業生産指数（九州） 

 

（備考）１．経済産業省「鉱工業生産指数」より作成。 

２．2010 年＝100、季節調整値。九州の最新月は速報値。 

３．全国及び九州の太線は中心３か月移動平均。直近月は２か月平均。 
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12）沖縄地域の経済動向 

 沖縄地域経済では、2017 年後半から 2018 年前半にかけて、全国の他地域と比べて回

復の程度は強く、着実な回復が続いている。観光は、インバウンド需要を含む入域観光

客数が好調を維持しており、堅調に増加している。消費は、食料品が堅調に推移し、イ

ンバウンドによる消費需要も好調なことから、堅調に増加している。また、2018 年４月

から５月にかけて、はしかが流行し、同年６月に、県により終息宣言がなされたもの

の、ゴールデンウィーク等の旅行需要に影響がみられた。 

 

（各分野の動向） 

 観  光： 入域観光客数は 2017 年８月に初の単月 100 万人台を記録して以降、毎月

70 万人以上で推移し、2018 年６月では 56 か月連続で各月の過去最高を更

新した。国内客は、2018 年４－６月期ではしかの影響により伸び率が縮小

したものの、個人旅行を中心に堅調な旅行需要で増加した。外国客は、航空

路線拡充やクルーズ船の寄港回数の増加により、大幅に増加した。以上に

より観光は、2017 年４－６月期以降、堅調な増加が続いている。（第３－２

－12 図） 

 

個人消費： 2017 年 10－12 月期以降、百貨店・スーパー販売額は実質季調値で見ると

減少が続いている。2018 年１－３月期には、サービス関連支出を中心に地

域別消費総合指数が低下したものの、2018 年４－６月期には財関連、サー

ビス関連ともに上昇し、全体では堅調に増加している。また、全国と比較し

てもその動きは相対的に高い位置にある。 

 

建設活動： 住宅建設は、分譲などが前年を上回っていることから、2018 年以降、前

年を上回っている。公共投資は、2017 年４－６月期以降、那覇空港第二滑

走路関連工事が各期で見られたこともあり、2017 年度累計で前年度を上回

っていたが、2018 年４－６月期は、前年度を下回った。 

 

設備投資： 設備投資については、民間非居住用建設工事は、2017 年後半以降、前年

を大幅に上回っていたが、2018 年４－６月期では大幅に下回った。 

 

雇用情勢： 有効求人倍率は 2017 年 10－12 月期において、1.28 となり、１を上回る

水準が続いている。また、完全失業率は４％未満で推移するなど、着実な改

善が続いている。 
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企業倒産： 2017 年７－９月期に件数、負債総額ともに前年を上回っており、2018 年

１－３月期に件数、負債総額ともに前年を下回ったものの、2018 年４－６

月期では件数、負債総額ともに前年を大幅に上回っている。 

 

第３－２－12 図 入域観光客数（沖縄） 

 

（備考）沖縄県観光政策課「入域観光客数」より作成。 
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コラム：景気ウォッチャー調査を活用したテキスト分析及びインバウンドの動向 

分析への応用 

 

内閣府が実施する景気ウォッチャー調査は、毎月、調査主体の景気判断に加え、その

理由をテキスト形式で尋ねており 15、2000 年１月の調査開始からこれまでに、累計で

40 万件以上のテキストデータが得られている。近年、大量のテキストを数量化する技

術（テキストマイニング）の手法が発展している中で、景気ウォッチャー調査のテキス

トデータが、分析の対象として注目されている 16。ここでは、その基礎的な分析結果と

して、同調査における判断理由テキストの基本的な特徴とＤＩ値との統計的関係の分

析、さらにはテキストデータが示す経済イベントとしてインバウンドの動向を取り上

げ、関連の経済統計との連動性についての分析を簡単に紹介する。 

 

（景気ウォッチャー調査の判断理由テキストの特徴） 

最初に、判断理由テキストの基本的な特徴を確認するため、現状判断と先行き判断

の各テキストで頻出する形態素 17の出現頻度を集計した（コラム表３－１－１）。現状

判断では、「前年」「売上」「来客」「減少」「単価」のように、過去との比較で消費動向

を具体的に表現する形態素の出現頻度が高いことが示される。一方、先行き判断につ

いては、「状況」「今後」「景気」「良く」「売上」といった景気全般について方向性を述

べる形態素の出現頻度が高いことが示される。 

特に、現状判断テキストでは、「前年」の出現率が特に高く、景気ウォッチャーは景

気の現状判断を行うにあたり、前年の状況を手掛かりに景気動向を感じ取っているこ

とが示唆される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
15 景気判断と判断の理由は、景気の現状と先行きの２つ。 
16 岡崎・敦賀（2015）、山澤（2018）など。 
17 テキストマイニングでは文章を構成する最小単位（名詞、動詞、形容詞など）を一般に形態素と呼ぶ。 
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コラム表３－１－１ 判断理由テキストに出現頻度の高い形態素（上位 15 件） 

 

（備考）１．内閣府「景気ウォッチャー調査（平成 12 年１月～平成 29 年 10 月調査）」により作成。 
２．出現頻度は各形態素の延べ出現回数。 

３．出現率＝出現頻度÷全テキスト数として算出。 
４．現状判断の全テキスト数は 220,458 件、先行き判断の全テキスト数は 219,219 件。 

 

（判断理由テキストとＤＩ値との定量的な関係） 

次に景況感の強弱に応じてどのような形態素が景気判断テキストに出現する傾向が

あるかを確認するため、ＤＩ値の水準と形態素の出現頻度との相関係数を算出した

（コラム表３－１－２）。ＤＩ値と正の相関が高い形態素には、現状と先行きのどち

らにも「良く」「活発」「上向き」「順調」「好調」といった景気をポジティブに表現す

る形態素が上位に並んでいる。逆にＤＩ値と負の相関が高い形態素には、「減少」「悪

化」「激減」といったネガティブな語感を持つ表現のほか「ますます」「極端」といっ

た傾向を強調するような形態素が上位になっている。 

このような形態素がＤＩ値と相関関係を持つという特徴を利用し、景気の改善と悪

化についてそれぞれ相関係数が高い形態素の出現数を集計した結果と、実際の先行き

判断ＤＩとの比較を行った（コラム図３－１－３）。両者の相関係数は0.96であり、

景気判断テキストに含まれた形態素が、ＤＩの傾向をおおむね捉えている傾向が確認

できる。結果からは、回答者が景気の判断理由について景気判断と整合的に一定の言

葉遣いを用いながら景気動向の回答を行っていることがうかがえる。 

 

 

 

現状判断 先行き判断

形態素 出現頻度 出現率 形態素 出現頻度 出現率

1 前年 63,704 28.9% 状況 37,720 17.2%

2 売上 43,022 19.5% 今後 33,566 15.3%

3 来客 36,046 16.4% 景気 28,183 12.9%

4 減少 35,267 16.0% 良く 27,455 12.5%

5 単価 31,403 14.2% 売上 24,508 11.2%

6 増加 27,827 12.6% 続く 23,720 10.8%

7 状況 26,748 12.1% 前年 23,044 10.5%

8 動き 26,054 11.8% 増加 22,551 10.3%

9 販売 25,770 11.7% 影響 22,258 10.2%

10 影響 22,430 10.2% 期待 21,458 9.8%

11 受注 21,173 9.6% 傾向 21,067 9.6%

12 商品 20,832 9.4% 動き 18,908 8.6%

13 増え 20,736 9.4% 減少 18,491 8.4%

14 傾向 19,598 8.9% 受注 16,178 7.4%

15 求人 19,594 8.9% 商品 16,137 7.4%
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コラム表３－１－２ ＤＩ値と相関性の高い形態素 

（１）正の相関が強い形態素          （２）負の相関が強い形態素 

 
（備考）１．内閣府「景気ウォッチャー調査（平成 12 年１月～平成 29 年 10 月調査）」により作成。 
２. 相関係数は各月ごとの形態素の出現数と景況判断ＤＩ値との相関係数を算出。 

 

コラム図３－１－３ 先行き判断ＤＩと形態素の出現頻度 

 
（備考）１．内閣府「景気ウォッチャー調査（平成 13 年１月～平成 29 年 10 月調査）」により作成。 
２. 改善との相関が強い形態素として７種の形態素（「好調」「堅調」「上向い」「上向き」「増加」「順調」
「活発」）を抽出し出現頻度を算出。また、悪化との相関が強い形態素として６種の形態素（「悪化」「減

少」「低下」「激減」「減退」「減産」）を抽出し出現頻度を算出。 
３．先行き判断ＤＩは季節調整前のもの。 

現状判断 先行き判断 現状判断 先行き判断

形態素 相関係数 形態素 相関係数 形態素 相関係数 形態素 相関係数

1 良く 0.74 上向き 0.67 1 減少 -0.85 悪化 -0.80

2 活発 0.68 活発 0.67 2 悪化 -0.76 減少 -0.76

3 伸び 0.66 上向い 0.65 3 激減 -0.74 ますます -0.76

4 上向き 0.66 良い 0.63 4 買わ -0.69 更に -0.76

5 好調 0.65 順調 0.61 5 強まっ -0.65 冷え込ん -0.71

6 上向い 0.62 できる 0.58 6 極端 -0.63 買い控え -0.67

7 良い 0.61 増え 0.58 7 落ち込ん -0.62 一段と -0.67

8 増え 0.55 好調 0.58 8 買い控え -0.62 厳しく -0.66

9 順調 0.52 期待 0.57 9 一段と -0.62 全く -0.66

10 景気回復 0.51 良く 0.57 10 大幅 -0.62 悪く -0.65

11 改善 0.50 伸び 0.49 11 更に -0.61 強まる -0.65

12 変化 0.47 上回る 0.47 12 不況 -0.60 減退 -0.63

13 横ばい 0.46 感じ 0.46 13 生活防衛 -0.59 冷え込む -0.63

14 上回っ 0.45 変化 0.46 14 必要 -0.58 不況 -0.61

15 推移 0.45 実感 0.46 15 資金繰り -0.58 雇用調整 -0.61
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（判断理由テキストが示す経済イベントの影響と経済統計との連動性） 

景気ウォッチャーの判断理由にある、特定の経済イベントについても分析した。事

例として名詞「インバウンド」及び「訪日」（以下、インバウンド。）の出現頻度と、

訪日外国人支出統計の変化率との相関を時系列で比較し、その形態素の出現頻度が、

実際の経済統計と相関を持つかについて確認した（コラム図３－１－４）。 

2014年末から2015年にかけて、景気判断を「良くなっている」とした判断理由のテ

キスト内で、インバウンドが出現することが多くなっている。2015年末からは変化が

見られ、「悪くなっている」とするテキストに出現する回数が増加したが、その後、

2017年には再び「良くなっている」に出現する回数が増加している。 
そこで、発生頻度の差と、訪日外国人旅行支出（一人当たり）の変化率との比較を

行うと、相関係数は0.6程度であり、両者が概ね連動している傾向が見られた。ここ

での集計では、インバウンドがどのような文脈で使用されたかを考慮していないた

め、両者の相関関係の解釈には更なる検証が必要であるが、先行的に把握できる景気

判断テキストのデータにより、その後に観測できる経済統計の傾向を予測できる可能

性がある。 
 

コラム図３－１－４ インバウンドの出現頻度と訪日外国人旅行支出 

 
（備考）１. 内閣府「景気ウォッチャー調査（平成 26 年 10 月～平成 30 年８月調査）」、観光庁「訪日外国人消費動向 

調査」により作成。 

２．2018 年の第３四半期は７月調査と８月調査より算出。 
３. 訪日外国人旅行支出は一人当たり消費額の対前年同期比。 
４. インバウンドの出現頻度は現状判断及び先行き判断を合わせた値。 

５．判断が「良くなっている」又は「やや良くなる」を良くなっている、「悪くなっている」又は「やや悪くな 
る」を悪くなるとして集計。 
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（まとめ） 

以上のとおり、景気ウォッチャー調査の判断理由テキストは、テキストマイニング

によって、経済分析の新たな手段として活用できる可能性を示した。近年、景気ウォッ

チャー調査のテキストを教師データとして学習した機械が、今度は、日々の新聞記事

などを読みとることで、リアルタイムに景況感を算出するといった研究への応用も進

んでいる18。テキストマイニングによって明らかにされる統計的な分析結果は、機械学

習への応用により、主要な経済指標の先行指数としても活用できるなどの意義を持つ。

テキストマイニングと機械学習の発展により、景気ウォッチャー調査は、長期間にわ

たる日本経済の景気変動を記録した貴重なデータとして一層の活用が進むことが期待

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
18 山本・松尾（2016）、小寺・藤田・井上・新田（2018）など 
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